
 
 

 
  

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 

会社は、 に対し

て、柔軟な働き方を実現するための措置として、

労働者は、事業主が講じた措置の中から１つ

を選択して利用することができます。 

 労働者の意向や事情を踏まえ、できるだけ所定労働時間

を短縮せずに働くことができる環境を整備することが目的

です。 

》》

日々雇用される労働者は対象外です。労使協定を締結する

ことで、以下の労働者を対象外とすることも可能です。 

・入社１年未満の労働者 

・週所定労働日数が２日以下の労働者 

１日の所定労働時間を変更せず、次のいずれかを実施 

 ●フレックスタイム制 ●時差出勤制度 

１日の所定労働時間を変更せず、月１０日以上付与 

 ●始業時刻から、または終業時刻まで連続して時間単位

で利用できる 

 ●情報通信技術を利用しない事業場外での勤務含む 

１日の所定労働時間を変更せず、次の措置などを実施 

 ●事業所における保育施設の設置運営 

 ●他の事業所における保育施設利用の費用負担 

 ●ベビーシッターの手配及び費用補助 

１日の所定労働時間を変更せず、年１０日以上付与 

 ●就業しながら子を養育するために必要であれば、取得

事由が労働者に委ねられる休暇とする 

 ●原則として時間単位で利用できることが要件 

１日の所定労働時間を原則６時間とする措置を含む短時間

勤務制度を整備 

 

 会社が導入する措置を選択するにあたっては、労働者の

過半数労働組合（過半数代表者）からの意見聴取を行う機

会を設ける必要があります。 

 テレワークの付与日数については、①１週間の所定労働

日数が５日の労働者は月１０日以上とし、②１週間の所定

労働日数が５日以外の労働者は、①の日数を基準としてそ

の１週間の所定労働日数（または１週間あたりの平均所定

労働日数）に応じた日数以上とします。 

 ＜１週間の所定労働日数が５日以外の労働者の例＞ 

 週所定労働日数が４日の労働者 月８日以上 

 週所定労働日数が３日の労働者 月６日以上 

 

 労働者が就業しつつ、子を養育することを容易にするた

めの休暇として、子の看護等休暇や育児目的休暇（努力義

務）とは別に設け、原則時間単位で取得できるようにする

必要があります。 

 ※時間単位で取得することが困難と認められる業務に従

事する労働者については、労使協定を締結すれば、時間単

位の利用を対象外とすることができます。 

 会社は、労働者が本人または配偶者が①

と、② （1 歳

11 か月に達する日の翌々日から 2 歳 11 か月に達する日の

翌日まで）に、仕事と育児の両立支援制度に関する

、子や各家庭の事情に応じた仕事と育

児の両立に関する以下の事項について、労働者の

 

 
 

●マイナ保険証をお持ちでない方へ資格確認書が送付されます。 
 現在お持ちの健康保険証は令和７年１２月２日以降、使用することができなくなります。 

マイナ保険証を利用して医療機関等を受診できますが、 が 

医療機関を受診する際には が必要となります。現在、健康保険証をお持ちの加入者で、令和７年

４月３０日時点でマイナ保険証をお持ちでない方には、協会けんぽより、令和７年７月より順次、資格確認

書が従業員様のご自宅へ送付される予定となっております。（栃木県は令和７年１０月２４日送付予定） 

●夏季休暇 
 誠に勝手ながら まで夏季休暇とさせていただきます。 

 ご不便をお掛けしますが、よろしくお願い申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜改正後の個別周知等の義務＞ 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪筆者：山本≫ 

、 に教育訓練を受けるための休暇（ ） した場合に、 

に する が教育訓練給付金として

 会社は、（１）により 仕事と育児の両立に関する 、自社の状況に応じて

 

・ 等 制度に基づく であること 

・解雇等が予定されていない 取得を したもの 

・職業に関する教育訓練を受けるための休暇で、❶❷の要件を満たし、

を受けたもの 

❶ の期間が  ❷①大学、高等専門学校、専修学校等が行う教育

訓練、②教育訓練給付金の講座指定を受けている法人が行う教育訓練、③職

業に関する教育訓練として職業安定局長が定めるもの、いずれかであること 

・教育訓練休暇（無給）を取得する一般被保

険者 

・

・ （被保険者として雇用された

期間）が  


